
「お客様本位の業務運営」の実現に向けた主な取組状況と成果指標（KPI）について 

 
◼ お客様の最善の利益の追求 

 

◼ 資格取得率（２級FP技能士、AFP、CFP、プライベートバンカー） 

2026年6月公表 

 
（２０25年度） 

 

お客様のニーズやライフプランに応えられますよう、ファイナンシャル・プランナー等の資格取得を推奨し、高い専門知識の習得に努めております。 
 

 
営業員 ２級ＦＰ技能士取得率 ＡＦＰ取得率 ＣＦＰ取得率 

プライマリーＰＢ 
取得率 

2026年３月末 51 人 72.5 ％  15.7 ％ 2.0 ％ 31.4 ％ 

 

 

◼ 生命保険、仕組債の継続確認研修（履修率） ※一部歩合外務員等を除く 

 

適正な生命保険及び仕組債の募集活動実践のため、募集に従事する役職員の育成、資質の向上を図るため、販売資格を取得させております。

資格取得者には、定期的（年 1 回）に継続確認研修を実施しております。 

また、仕組債の販売資格については、適正な販売態勢の確保に努めるべく、営業責任者及び内部管理責任者にも取得させております。 
 

 営業員 
生命保険 仕組債 

資格保有者 研修履修率 資格保有者 研修履修率 

２０26年3月末 51 人 49 人 １００．０ ％ 44 人 １００．０ ％ 

 

 

◼ 勉強会の実施件数 

 

定期的な営業員研修や外部講師を招聘した勉強会等を実施して商品知識の習得・維持向上に取り組んでおります。 
 

 
開催回数 投信勉強会 米国株式勉強会 その他勉強会 説明会・研修 

２０25年度 36 回 13 回 6 回 4 回 13 回 



◼ コンプライアンス研修（倫理観の向上） 
 

お客様に対して誠実・公正な業務の逐行を図るため、定期的にコンプライアンス委員会を開催し、同会議の内容を各部署において研修し周知す

ることで倫理観の向上に取り組んでいます。２０２5年度の実績は以下のとおりとなっております。 
 

 
参加人数 参加率 理解状況 

 

２０25年４月 73 人 １００．０ ％ １００．０ ％ 
 

７月 74 人 １００．０ ％ １００．０ ％ 
 

７月 59 人 １００．０ ％ １００．０ ％ ※営業部店向け研修 

１０月 74 人 １００．０ ％ １００．０ ％ 
 

12月 59 人 １００．０ ％ １００．０ ％ ※営業部店向け研修 

２０２６年１月  74 人 １００．０ ％ １００．０ ％  

３月  59 人 １００．０ ％ １００．０ ％ ※営業部店向け研修 

 

 

◼ 内部監査項目 
 

お客様の最善の利益の追求に資するため、社内ルールを含め法令諸規則等の遵守状況の点検及び法令違反の未然防止、適正な業務の遂行及

び管理を目的とし監査を行っております。 

以下に代表される重点監査項目により、お客様の最善の利益の追求の確保に努めております。 

◼ 「適合性の原則」の遵守状況  特に投資目的・意向を軽視した取引等 

◼ 「投資信託」「外国債券」「仕組債」の販売状況及び販売後のフォローアップ状況 

◼ 高齢顧客への勧誘による販売に係るガイドラインの遵守状況 

◼ 基準価格の大幅な下落及び分配金が引下げになった場合のアフターケアの状況 

◼ 異なる商品間の乗換え勧誘時の説明に関する状況 



◼ 利益相反の適切な管理 

投資信託及び外国債券、仕組債の販売においては、利益相反とならないよう特定の委託会社・アレンジャーに偏りがないように努めております。 
 

◼ 投資信託 委託会社別販売状況 

２０23年度 ２０24年度 ２０25年度 

◼ 外国債券・仕組債 アレンジャー別販売状況 

２０23年度 

 

 

２０24年度 

 

 

２０25年度 
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◼ 手数料等の明確化 
 

◼ 国内株式、外国株式 
 

「契約締結前交付書面」または当社ホームページ内にサービスのご案内として以下のページにて案内しております。 

・手数料等について 

・リスク・手数料等説明ページ 

信用取引につきましては、「信用取引の契約締結前交付書面」にて、以下の内容をご案内しております。 

・手数料等について 

・信用取引管理費 

・権利処理等手数料 
 

 

◼ 外国債券、仕組債 
 

外国債券 ： 「契約締結前交付書面」にて、対価のみをお支払いいただく旨をご案内しております。

複雑な仕組債 ： 「契約締結前交付書面」にて、購入対価のみをお支払いいただく旨のご案内に加えて、 

「重要情報シート」において、①購入対価、②販売役務の対価相当額、③理論価格について、ご案内しております。 

 

 

◼ 投資信託 
 

お買付の都度、「投資信託説明書（交付目論見書）」と併せて「補完書面」を交付・説明し、ご案内しております。 

（目論見書交付不要にご同意いただいたお客様には、交付・説明を省略させていただく場合がございます。） 

https://www.meiwa-sec.co.jp/pdf/tesuryo.pdf
https://www.meiwa-sec.co.jp/risk/


◼ 重要な情報の分かりやすい提供 
 

◼ 投信レーダー等の配布状況 
 

お客様がご自分のニーズに沿った商品を選択いただけるように、手数料その他の費用等を分かりやすく比較可能にした資料として「投信レーダ

ー」等を配布するよう努めております。 

また、投資信託の商品説明に際し、複数のファンドを比較することが可能な資料としても「投信レーダー」を活用しております。 
 

 

 
◼ 顧客訪問時のタブレット端末等の使用状況 

 

上記投信レーダー等と併せてSTARモバイルを活用することにより、お客様のポートフォリオの現状説明や、お客様の投資方針に応じたモデル

ポートフォリオの提案に活用しています。このSTARモバイルを営業員一人に一台割り当て、営業活動に役立てております。 

STARモバイルを活用することにより、お客様から受託した注文を端末からそのまま発注することができ、端末にお客様から署名をいただくこと

で属性情報をアップデートできるようになる等、お客様の利便性の向上を図っております。 

 

 
◼ インターネット残高照会サービスの開始 

 

より一層、お客様に重要な情報を分かりやすくご確認いただけるよう、2026年1月より、パソコン、スマートフォン等よりご自身の残高状況や

評価損益、各種書面をインターネット上でご確認いただける「インターネット残高照会サービス」を開始いたしました。 

併せて、取引報告書、取引残高報告書、各種お知らせ等を確認いただける電子交付サービスも開始いたしました。  



◼ お客様にふさわしいサービスの提供 
 

◼ 新たに導入した商品 
 

お客様にふさわしいサービスを提供するため、金融商品市場の動向や金融商品組成業者からの提供情報などを総合的に勘案したうえで「新商

品検討委員会」を開催し、お客様のニーズに沿った金融商品・サービスを導入しております。 
 

 
新商品検討委員会

開催回数 

導入商品  
その他 

投資信託 外国債券 仕組債 

２０23年度 14 回 4 件 3 件 ４  件 ３  件 

２０24年度 7 回 5 件 2 件 １ 件 １ 件 

２０25年度 8 回 5 件 1 件 1 件 1 件 

 

 

 

◼ お客様向けセミナーの開催 
 

定期的にお客様向けセミナーを開催し、経済情勢、投資環境や商品情報等を分かりやすくご説明し、お客様の金融リテラシー向上の一助となる

よう努めております。 
 

 
開催回数 参加人数（のべ） 

２０23年度 １６ 回 ５６９ 人 

２０24年度 １３ 回 ３９４ 人 

２０25年度 8 回 ３１3 人 



 

◼ ご高齢のお客様への取り組み 
 

① 単独推奨と複数銘柄提案の比率 
 

お客様ご自身で比較検討し選定いただけるよう、様々な商品のご紹介・ご説明を行うことでお客様にご納得していただける金融商品・サー

ビス を提供できるよう努めております。 

ご高齢のお客様に投資信託等の勧誘留意商品の提案を行う際、商品の指定がない場合は、複数の商品を提案するように推奨しております。 
 

 勧誘件数 

（７５歳以上） 

 
単独提案 

 
複数銘柄提案 

複数銘柄提案

の割合 

２０23年度 １，３５1 件 １６5 件 １，１８６ 件 ８７．8 ％ 

２０24年度 １，３39 件 140 件 １，１99 件 89．5 ％ 

２０25年度 １，２32 件 84 件 １，１４8 件 ９3．2 ％ 

 

 

 

② 継続的な状況把握の状況 
 

ご高齢のお客様は、取引後の体調の変化等により、取引に関する認識が不確かなものとなる可能性が考えられます。 

お客様の属性から対象となる範囲を定め、一定期間内に取引内容の確認及び継続的な状況把握を行うことで、より慎重にお客様の変

化に配慮することとしております。 
 

 
継続的な状況把握 実施件数 実施率 

２０23年度 １４１ 件 １４１ 件 １００．０ ％ 

２０24年度 １９4 件 １９4 件 １００．０ ％ 

２０25年度  180 件 180 件 １００．０ ％ 



 
 

③ ご家族同席での対応 
 

ご高齢のお客様への投資勧誘やアフターフォローの際には、ご家族の方を交えて行うことを推奨しております。 
 

 ７５歳以上への 

勧誘・フォローアップ 

 

同席件数 
 

同席の割合 

２０23年度 ４，３５３ 件 １，２５９ 件 ２８．９ ％ 

２０24年度 ３，６３３ 件 １，２５８ 件 ３４．６ ％ 

２０25年度  ３，２５４ 件 644 件 19．8 ％ 

 

 

 

 

◼ 投信フォローアップ実施率 
 

お客様が保有する商品に急激な価格変動や市場環境の変化等が起こった際には、対象となるお客様に、電話もしくは訪問、資料送付等によ

り情報提供を行うなど、状況に応じた適切なアフターフォローに努めております。 

一例として、投資信託のフォローアップ実施の状況（営業日報への登録情報を基にカウント）を表記いたします。 
 

※全取引停止口座、役職員家族口座を除く 

 要フォローアップ 

発生件数 

要フォローアップ 

対象顧客数（のべ） 
フォローアップ件数 フォローアップ率 

２０23年度 ６  件 １９ 人 １９ 人 １００．０ ％ 

２０24年度 111 件 ４，６６６ 人 ３，４７０ 人 ７４．４ ％ 

２０25年度  132 件 ７，４６１ 人  ５，８２４ 人 ７9．9 ％ 



◼ 従業員に対する適切な動機づけの枠組み等 

 

◼ FP 取得率（２級 FP 技能士、AFP） ※成果指標につきましては、「お客様の最善の利益の追求」をご参照ください。 

 
◼ 投信勉強会、米国株式勉強会の実施件数 ※同上 

 
◼ コンプライアンス研修実施状況  参加率・理解度  ※同上 

 
◼ 人事評価制度（評価項目） 

人事評価制度を通じて従業員に対する適正な動機づけを行うため、手数料収入に偏重しないように以下の評価項目も採用しております。 

・NISA 買付金額 ・業務理念 

・休眠口座覚醒件数 ・コンプライアンス 

・預り資産増大 ・セールスプロセス、実行状況 

・監査評点 等 ・顧客との関係構築 等 
 
 

◼ 従業員意識調査の実施 

定期的に、専門知識や技能等の習得状況や成果制度等に係る従業員の意識調査を実施しております（2024年度中に実施）。 

その結果、9割の従業員が専門知識・技能を習得できると回答し、その知識等がお客様のために役立っていると実感しています。 


